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都道府県別の女性の就業状況等について
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・平均継続勤続年数の男女差、管理職に占める女性割合など、女性の就業状況については、都道府県ごとに状況が異なる。

・女性の職業生活における活躍推進のためには、各産業だけでなく、各地域の実情に応じ、対策を講じていくことが必要。

都道府県別の女性の就業状況
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図１：男女間賃金格差（男性＝100）
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平均継続勤続年数の男女差（年）

図２：平均継続勤続年数の男女差と管理職に占める女性の割合

平均継続勤続年数の男女差が小さく、
管理職割合は高い

平均継続勤続年数の男女差が大きく、
管理職割合が高い

平均継続勤続年数の男女差が小
さく、管理職割合が低い

平均継続勤続年数の男女差が
大きく、管理職割合は低い

（資料出所）図１、図２共に厚生労働省「賃金構造基本統計調査」により作成
（注１）図１の男女間賃金格差とは、一般労働者について、男性の所定内給与額を100としたときの女性の所定内給与額の値をいう。
（注２）図２の青字は男女間賃金格差の小さい上位10県、赤字は男女賃金格差の大きい上位10県を指す。 1
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都道府県ごとの男女間賃金格差と各種データ

（注）都道府県別で下位10県（38位～47位）をオレンジに着色
※「男女間賃金格差」は、「男性の所定内給与（一般労働者）」に対する「女性の所定内給与（一般労働者）」の割合 ※一般労働者のデータを使用。
※「管理職に占める女性の割合」は、「管理職者数（男女総数）」に対する「管理職者数（女性）」の割合

令和３年～令和５年「賃金構造基本統計調査」を用いて雇用環境・均等局作成
※「平均継続勤続年数の男女差」は、「男性の平均勤続年数（一般労働者）」と「女性の平均継続勤続年数（一般労働者）」の差
※「四年生大学進学率の男女比」は、「令和４年男性の大学進学率」に対する「令和４年女性の進学率」の割合
※「女性の就業率」は、「15歳以上の女性の総人口」に対する「15歳以上の女性の就業者数」の割合
※「女性の正規雇用割合」は、「正規の職員・従業員」と「非正規の職員・従業員」の合計に占める「正規の職員・従業員」の割合
※「週間就業時間が60時間以上の男性労働者の割合」は「年間就業日数200日以上の男性労働者数」に対する「週間就業時間60時間以上の男性労働者数」の割合
※「６歳未満の子どもを持つ夫婦の育児。家事関連時間の夫婦比」は、「夫が育児に費やす時間＋夫が家事に費やす時間」に対する「妻が育児に費やす時間＋妻が家事に費やす時間」の割合
※「性別役割意識」は、「自分の家庭の理想は『夫が外で働き、妻が家を守ることだ』」に対し、「そう思う」又は「ややそう思う」と回答した割合

平成27年地域における女性
の活躍に関する意識調査

令和３年社会生活基本調査令和４年就業構造基本調査令和４年就業構造基本調査令和４年就業構造基本調査
令和４年度学校基本統計
令和元年度学校基本統計

令和５年賃金構造基本統計
調査

令和３年～令和５年賃金構
造基本統計調査

令和5年賃金構造基本統計調
査

出典

性別役割意識※
6歳未満の子どもを持つ夫婦
の育児・家事関連時間の夫

婦比

週間就業時間が60時間以上
の男性労働者の割合

女性の正規雇用割合女性の就業率
四年生大学進学率

の男女比（令和４年度）
平均勤続年数の

男女差
管理職に占める
女性の割合

男女間賃金格差

順位割合順位夫=1順位割合順位割合順位率順位男=100％順位年順位割合順位男=100
3847.8%113.6207.2%3544.2%1852.83886.1%475.62112.8%4771.0栃木県
4248.4%164.0217.2%3344.6%2552.51791.1%444.5419.2%4672.1茨城県
539.0%224.2388.3%3045.7%554.93986.1%394.2428.7%4572.8長野県
2043.8%374.8418.5%254.6%159.0497.5%344.12312.6%4473.0東京都
3847.8%214.2348.1%4043.6%754.51491.5%465.3476.4%4373.2愛知県
3145.8%103.6408.4%3843.8%1154.24778.7%173.1409.6%4273.5山梨県
2444.4%304.5368.1%4443.0%954.43188.4%344.1467.5%4173.6岐阜県
2745.2%344.7237.3%4741.4%355.03686.3%203.33511.1%4074.3滋賀県
3847.8%435.5378.3%4642.0%2652.42090.5%394.2458.4%3974.7三重県
1543.2%274.4146.9%1050.4%3650.54185.5%102.8915.4%3875.3福島県
1543.2%194.2479.7%4243.3%4449.14581.2%313.83211.6%3775.3北海道
2845.4%415.2428.5%3644.0%2252.73388.3%414.33411.2%3675.5大阪府
1041.8%264.4287.6%3245.1%854.43586.6%414.3438.6%3575.6静岡県
3747.4%184.2338.0%2745.9%1054.32788.7%444.5399.7%3475.7神奈川県
1443.0%455.6307.7%1150.1%1952.8597.4%102.81314.5%3375.7熊本県
739.4%43.056.2%552.5%256.54283.9%32.41913.4%3275.7福井県
3446.6%425.3136.8%1948.4%4149.71591.2%303.61913.4%3175.9愛媛県
3446.6%93.6358.1%2645.9%2052.73786.2%344.12312.6%3076.0千葉県
4650.0%284.4317.7%1549.2%3351.53288.3%193.23710.5%2976.1宮城県
2845.4%324.6398.4%1649.1%3550.81891.0%344.13311.3%2876.2香川県
4349.0%254.3458.8%3145.2%2352.61192.8%233.42911.9%2776.2福岡県
4349.0%385.0297.6%4143.3%3950.2796.1%333.93011.7%2676.3兵庫県
1943.6%478.5327.9%752.1%454.92489.3%122.93610.8%2576.5石川県
2244.2%244.3167.0%453.5%3850.31105.3%283.6122.7%2476.6徳島県
1041.8%73.396.6%2945.7%2752.24482.2%1433011.7%2376.6鹿児島県
1543.2%204.2187.0%3444.5%1253.92888.5%233.4438.6%2276.7群馬県
137.2%143.946.1%353.9%1753.03487.0%72.61114.8%2176.8富山県
3145.8%334.676.5%1349.7%4049.93088.4%213.3816.3%2076.9大分県
1543.2%12.536.0%1748.6%3051.94085.9%283.62512.5%1977.1新潟県
3346.0%123.7469.4%3744.0%1353.9995.0%313.81613.8%1877.2京都府
4148.0%234.3197.2%2845.7%2452.51691.1%233.43810.3%1777.3広島県
1342.4%133.8106.7%1848.5%4349.32190.1%263.51414.4%1677.4青森県
4549.2%466.8116.7%2346.6%4548.82290.0%72.61015.4%1577.5山口県
2444.4%364.8448.8%4343.1%1653.04679.1%434.42212.7%1477.7埼玉県
438.2%445.614.9%2546.3%654.6696.3%12418.6%1378.1沖縄県
539.0%33.066.4%1449.4%2852.04383.0%143221.5%1278.4島根県
2845.4%174.1227.2%2048.2%1453.72988.4%132.92712.2%1178.4佐賀県
739.4%294.486.6%155.6%2152.71990.7%173.12811.9%1078.5山形県
2043.8%395.1277.5%2148.1%3151.71093.3%263.51214.6%978.7岡山県
2644.8%83.3247.4%3943.7%4249.52688.9%223.41813.5%878.7和歌山県
2244.2%153.9157.0%851.5%1553.52101.5%32.4321.2%779.0鳥取県
1242.0%22.9267.4%2247.6%2952.02589.1%32.41514.2%679.2宮崎県
4750.4%63.2438.7%4542.4%4747.31391.5%384.11713.7%579.8奈良県
940.0%314.625.3%652.1%4647.92389.4%12616.9%479.9秋田県
3446.6%354.7177.0%2446.5%3750.4895.4%32.4518.5%380.2長崎県
237.4%405.2257.4%1249.8%3451.51292.0%163.12612.3%280.3岩手県
237.4%53.0126.8%951.4%3251.53101.4%92.8716.7%180.4高知県
---4.3-7.9%-46.8%-45.3%-89.5%-3.9-11.6%-74.8全国
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（参考）男女間の賃金格差が、若い女性の地方からの流出につながっている可能性

3

若年女性が大都市圏に流出した結果、一部地域で未婚者の男女比の不均衡が存在。（※1.2を上回る県は23県、1.3を上回る県は７県）

若年女性の流出にはさまざまな要因が考えられるが、未婚者の男女比の不均衡と各地域における男女間賃金格差の間
には、緩やかな相関関係が観察される。男女間賃金格差への対応も含め、女性が地域で活躍しやすい環境をつくるこ
とは、地域経済の長期的な持続性を高める上でも重要。

１図：20～34歳未婚者の男女比（女性１に対する男性の数）
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２図：男女間賃金格差と女性の所定内給与の地域差（2023年）
（30～34歳、一般労働者（フルタイム））

３図：男女間賃金格差と未婚者の男女比の関係
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男女間賃金格差が大きい地域

若年女性の流出が進み、
未婚男性の比率が高い地域

男女間賃金比率
（男性賃金１に対する女性賃金）

※左軸

女性の賃金水準
※右軸

男性賃金１に対する女性賃金の割合 １月当たり（千円）

男性賃金１
に対する女
性賃金の割
合

未婚者の男女比（女性１に対する男性の数）

（－3.1） （6.3）

（備考）１．１図は、内閣府政策統括官（経済財政分析）「地域の経済2023 -地域における人手不足問題の現状と課題-」（令和５年12月）より。総務省「国勢調査」により作成。赤色は、東
北、北関東、甲信越の県。

２．２図は、厚生労働省「賃金構造基本統計調査」により作成。 ３．３図は、1図の「20～34歳の未婚者の男女比」と２図の「男女間賃金比率」の関係性を示したもの。

東京圏は女性の賃金水準が高く、
男女間賃金格差も比較的小さい

男女間賃金比率
全国平均：0.86

2024年５月14日 第２回女性の職業生活における活躍推進プロジェクトチーム 内閣府政策統括官（経済財政分析担当）提出資料


